


要約:都市型周産期システム検討の例として東京都の場合を検討した。東京都では東京都

新生児救急医療協議会に属する 17 施設(狭義の NICU118 床)が主として新生児救急医療を

担当している。近年、東京都では極小未熟児出生の増加・生存率の向上・母体搬送の増加

等のために、重症児用の空床ゼロの日が増加し、母体搬送受け入れにも支障を来たしてい

る。また、新生児搬送体制も不十分な地域がまだある。これらの問題を解決するためには、

東京都では 17 施設の配置を考慮して、東京都を 4 つの地区わけ、各地区に 1 施設づつ規

模の大きい総合周産期センターを配置して収容能力の拡大を図り、その地区内の新生児搬

送も担当させ、他の施設との連携システムを作って行くことが必要である。


